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1.2024 年度日本語教育機関調査結果 

 

（注） 2024 年度日本語教育機関調査は、2024 年 9 月～12 月に国際交流基金（JF）が実施した調査です。また、

調査対象となった機関の中から、回答のあった機関の結果を取りまとめたものです。そのため、当ページの文中

の数値とは異なる場合があります。 

「海外日本語教育機関調査」のページへ 

 

2.日本語教育の実施状況  

全体的状況  

沿革 

 日本語教育略史参照。  

   

特徴 

 ハリーファ大学（2017 年にハリーファ大学・マスダール工科大学・石油大学が統合）やニューヨーク大学ア

ブダビ校において、日本語の授業が選択科目のひとつとして実施されている。また、日本の民間企業の支援に

よりアブダビ首長国内の公立高校 1 校において日本語が課外授業として行われているほか、UAE 政府の外国語

教育の一環としてシャルジャ首長国、ラス・アル・ハイマ首長国及びアブダビ首長国の中等教育を行う公立校 4

校において、Grade 9（日本の中学 3 年生相当）から日本語が正規科目として導入されている。また、それ以外

では一部語学学校などで日本語が教えられている。 

機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数

0 0 0 3 6 516 2 2 82 4 13 331 9 21 929

初等教育 中等教育 高等教育 学校教育以外 全体の合計

https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/uae/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/zaigai/list/nm_east/emirates.html
https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/result/index.html
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 伝統文化・歴史・ポップカルチャーなどの日本への興味、あるいは日本語という言語そのものへの興味が日

本語を学習する動機になっている。  

 

最新動向  

 最近、日本のアニメ、マンガなどの影響により、若年者を中心に独学を含めて日本語学習者は増えている。 日

本語教育への需要は年々高まっており、ハリーファ大学のほか、2022 年からはニューヨーク大学アブダビ校に

おいて選択科目として日本語授業が行われている。 

 当国では教育省が非英語圏の国への留学促進のため、英語以外の外国語を複数の公立校のカリキュラムに取り

入れられている。公立校において日本語は、中国語とフランス語に次いで 2022 年から導入されるようになり、

シャルジャ首長国及びドバイ首長国にある公立校 3 校において（その後、ドバイ首長国の公立校での日本語授業

は停止）、また 2024 年からラス・アル・ハイマ首長国の公立校 1 校において、更には、2026 年よりアブダビ首

長国にある公立校1校において、日本語が正規科目として教えられており、各校に日本人教師が配置されている。  

公立校における日本語教育は、今後も拡大が期待されている。 

 2025 年 12 月からは、UAE 大学生涯学習センターにおいて、日本語能力試験が実施されている。 

 

教育段階別の状況  

初等教育 

 かつては日本語教育を実施していた公立小学校が存在していたが、2024 年現在日本語教育は実施されていな

い。 

  

中等教育 

 2011 年 9 月より、ムハンマド・アブダビ皇太子（現大統領）からの要望により、日本の石油関連企業が日本

の私立大学と共同で、王立科学技術系学校（ATS アブダビ）において、課外科目として日本語教育の提供を開始

した。2026 年現在、アブダビ首長国内４キャンパス（男子 2 校、女子 2 校）で日本語クラスを実施しており、

４名の日本人教師が当地に派遣されている。 

また、2022 年 10 月からは当国教育省により公立校における日本語教育が導入され、シャルジャ首長国にある

公立校 2 校、ラス・アル・ハイマ首長国にある公立校１校、及びアブダビ首長国にある公立校 1 校において日本

語が教えられており、各校に日本人教師が 1 名ずつ配置されている。 

 

高等教育 

 2007 年以降、国内の主要大学で、在留邦人有志を講師としてクラブ活動に準じる形で日本語講座が開講され

た。2015 年からは、JICE（一般財団法人日本国際協力センター）が日本語講師の派遣を開始し、課外授業として

は、2015 年 2 月から UAE 大学、2016 年 9 月からザーイド大学アブダビ校、2017 年からアブダビ大学で日本語

講座が開講された。（その後、日本語講座を一時中止した大学もある。） 

2016 年 1 月からハリーファ大学で、2016 年 8 月から石油大学でも日本語の授業が開始された。（その後両大

学は統合してハリーファ大学となり、現在も同大学で日本語が教えられている。）2021 年からは、ザーイド大学

Institute of Community Engagement において一般公開の日本語オンライン講座が不定期に開講されている。ま

た、2022 年 9 月からニューヨーク大学アブダビ校でも日本語講座が始まった。 
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学校教育以外 

 日本語を教える民間の語学学校があり、日本人の日本語教師も何名か在籍している。 

 

3.教育制度と外国語教育  

教育制度 

教育制度 

 連邦教育省は初等・中等教育について、Grade 1（日本の小学 1 年生相当）から Grade 4（日本の小学 4 年生

相当）までを“Cycle 1”、Grade 5（日本の小学 5 年生相当）から Grade 8（日本の中学 2 年生相当）までを“Cycle 

2”、Grade 9（日本の中学 3 年生相当）から Grade 12（日本の高校 3 年生相当）までを“Cycle 3”と規定してい

る。 

 高等教育機関には、大学、大学院、技術短期大学などがある。  

 

教育行政 

 連邦教育省が管轄しているが、アブダビではアブダビ教育・知識庁（ADEK）が、ドバイでは知識・人材開発

庁（KHDA）がそれぞれ首長国内の私立校の教育行政において広範な権限を有している。しかし、近年の教育改

革の中で、カリキュラムの統一化が進み、連邦教育省の役割が大きくなってきている。 

 

言語事情  

 公用語はアラビア語だが、英語も広く使用されている。  

 

外国語教育  

 Grade 1 から Grade 12 まで英語が必修となっている。 

  

外国語の中での日本語の人気 

 主にアニメなどのポップカルチャーを通じて若者の間では一定の人気があるとみられる。  

 

大学入試での日本語の扱い 

 大学入試で日本語は扱われていない。 

  

4.学習環境  

教材  

初等教育 

 日本語教育は実施されていない。  
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中等教育 

 ATS アブダビでは『まるごと入門 A1 かつどう』『まるごと入門 A1 りかい』（三修社）を使用している。 

 公立校においては、JICE の委託を受けた東海大学により作成された UAE 人生徒向けの日本語教材及び独自の

教材を使用している。 

 

高等教育 

 ハリーファ大学では『いろどり 生活の日本語 入門（A1）』（国際交流基金）が使用されている。  

 

学校教育以外 

 民間の語学学校は、学校により使用教材が異なる。Eton Institute では『Japanese for Busy People』、Berlitz

では独自の教材を使用している。 

 日本 UAE 協会主催の日本語教室（現在停止中）では、『初級日本語 げんき』（ジャパンタイムズ）を使用して

いる。  

 

IT・視聴覚機材  

 中等教育・高等教育の一部では電子教材の使用が好まれる傾向にある。 

 

5.教師  

資格要件  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

中等教育 

 ATS アブダビには、日本語教育有資格者の日本人教師が派遣されている。また、当国教育省により、2022 年

から公立校においても日本語が導入され、日本語教育有資格者の教師が派遣されている。 

 

高等教育 

 ハリーファ大学、UAE 大学、ザーイド大学については、JICE（日本国際協力センター）派遣による日本語教育

有資格者の日本語教師が授業を担当している。  

 

学校教育以外 

 日本語教育の実施は確認されていない。 

 

日本語教師養成機関（プログラム）  

 日本語教師を養成する機関やプログラムはない。  
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日本語のネイティブ教師（日本人教師）の雇用状況とその役割  

 公立校においては、当国教育省が日本人教師と雇用契約を締結している。また、ATS には日本の石油関連企業

が日本人教師を派遣している。そのほか、日本語教育有資格者の日本人教師が当地語学学校などで雇用されてい

る。 

 

教師研修  

 現職の日本語教師対象の研修はない。 

  

6.教師会  

日本語教育関係のネットワークの状況  

 2010 年、UAE 日本語教師会（UAE 在住の日本語教師たちの自発的な勉強会、相互サポートグループ）が発足

した。また、中東諸国（エジプト、アラブ首長国連邦、イエメン、イラン、カタール、サウジアラビア、シリア、

チュニジア、トルコ、バーレーン、モロッコ、ヨルダン、レバノンほか）の日本語教師のネットワークがある（JF

カイロ日本文化センターが主催）。  

 

最新動向  

 特になし  

教師会・学会一覧へ  

 

7.日本語教師派遣情報  

国際交流基金からの派遣   

 JF からの派遣は行われていない。  

 

その他からの派遣  

 JICE（日本国際協力センター）による大学への派遣及び日本企業による高校への派遣。  

 

8.シラバス・ガイドライン 

 統一シラバス、ガイドライン、カリキュラムは確認されていない。 

 

9.評価・試験 

https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/gakkai/g_m_east.html#M_EAST
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 共通の評価基準や試験は確認されていない。 

 

10.日本語教育略史  

1992 年  Japan Week 開催を契機に、日本 UAE 協会主催の短期日本語講座

開講  

2006 年  アブダビ日本人学校・付属幼稚園で UAE 人子弟の受け入れ開始  

2007 年  公立アル・アミーン小学校で日本語教育開始（※2010 年に終了） 

国立ザーイド大学のアブダビ・ドバイ両校、HCT アブダビ女子校、

HCT ドバイ女子校でも無単位ながら日本語講座開講（※2019 年現

在すべて終了している）  

2008 年  シャルジャの民間団体 UAE-Japan Cultural Center で日本語講座開

講  

2010 年  HCT アブダビ男子校で日本語講座開講（※2013 年に終了） 

UAE 日本語教師会発足  

2011 年  ATHS アブダビ校にて日本語講座開講  

2012 年  ハリーファ大学アブダビ校にて有志による日本語講座開講  

2015 年  国立 UAE 大学にて課外活動として日本語授業開講  

2016 年  ハリーファ大学アブダビ校、石油大学で日本語授業が正規科目とし

て開講 

国立ザーイド大学アブダビ校女子キャンパスで課外活動としての

日本語授業が開講（1 年で終了）  

2017 年  ハリーファ大学・マスダール工科大学・石油大学が、ハリーファ科

学技術大学として統合。旧ハリーファ大学と旧石油大学での日本語

授業は、独立して開講 

私立アブダビ大学で課外活動としての日本語授業が開講 （1 年で

終了） 

2018 年 旧石油大学での日本語授業が終了 

2019 年 ザーイド大学アブダビ校（男子・女子キャンパス）で課外活動とし

ての日本語授業が開講（2020 年度は停止中） 

2022 年 ニューヨーク大学アブダビ校で選択科目として日本語講座が開講。 



  国際交流基金 日本語教育 国・地域別情報 

 

7 

 

アブダビ大学で選択科目として日本語講座が開講。 

UAE 公立校（シャルジャ首長国の男女各 1 校及びドバイ首長国の

男子校 1 校）にて、必修科目として日本語授業開講（その後、ドバ

イ首長国の男子校での日本語授業は停止。） 

2024 年 UAE 公立校（ラス・アル・ハイマ首長国の女子校 1 校）にて、必修

科目として日本語授業開講 

2025 年 日本語能力試験（JLPT）が開始 

2026 年 UAE 公立校（アブダビ首長国の共学 1 校）にて、必修科目として日

本語授業開講 

 

 

情報更新についてのお願い 

この国の日本語教育に関する情報がありましたらお知らせくださるようお願いいたします。 

なお、内容の確認のため、こちらからご連絡する場合もあります。 

E メール：kunibetsu＠jpf.go.jp 

（メールを送る際は、全角＠マークを半角@マークに変更してください）  

 


